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。固有財産法 施 行細則の一部を 改正する省令
（大 蔵 63) 1 2・14
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（労働4 6) 1 2・ 25
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0初任給調整手当の一部を改正する規 制（人事
院9ー 34) 1 2・ 25
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第 1条 この規則は， 富山 大学（ 経営短期大学部を含む 。 以下「本学jという 。 ） の教 官等の発明に係る特許
の 取扱いに関する基本的事 項を定め， もって， 学術研究の成果の社会 的活用を図るとともに， 学 術研究の振
興に資することを目的とする。
（定 義）
第2条 この規則で「発明」とは， 特許法（昭和 34 年法律 第i2 1 号） 第2 条第1 項 に 規定する発明及び 実用新
案法（昭和 34 年法律 第12 3号） 第2 条 第1 項に規定する考案 を いう。
2 この規則で「 特許Jとは， 特許 及び実用新案 を いう。









第3 条 本学に 富山大学発明委員会（以 下「委員会」という。） を置く。
（任 務）
第4条 委員会は， 学長の諮問に応じ， 本学の教官等の発明に係る権利の帰属 等に 関し， 審議する。
（組 織 ）
第5 条 委員会は， 各学部， 教養部及び 経営短期大学部から選出された教官各 1名を もって組織する。
2 前項の委員は， 当該部局の長（ 経営短期大学部にあっては主事 ） の推薦に基つeき学長が命ずる。
（任 期 ）
第S条 前条 第 1 項の委員の任期は， 2年とする。ただし，補欠の委員の任期は前任者の残任期間とする。
（委員長）
第7条 委員会に 委員長を置き， 委員の互選によって定 める。
2 委員長は， 会議を 招集し， その議長となる。 ただし， 委員長に事故あるときは， 委員長があらかじめ指 名し
た委員が その職 務を 代行する。
（議 事 ）
第B条 委員会は， 委員の 3 分の 2以上の出席により 成立し， 議事は， 出席委員の過半数を もって決寸る。 ただ
し， 可 否同数のときは議長が これを 決する。
（意見等の聴 取 ）
第g条 委員会が必要と認 めたときは， 委員以 外の者の出席を 求めて意見又は説明を 聴 取することができる。
（庶 務）
第10条 委員会の庶 務は， 庶 務部庶 務課において処 理する。
第3. 権利の帰属 等
（権利の帰属 ）
第11 条 教官等Ii， 次の各号のーに該当する発明（以 下「職 務発明」という。）を 行った場合において 第四条の
規定により 国が当該発明に係る特許を受ける権利を 承継すると決定されたときは， 当該権利を 国に譲渡する も
のとする。
(1) 応 用開発を 目的とする特定の研究課題の 下に， 国から特別の研究 経費を受けて行った研究の結果生じた発
明
( 2) 応 用開発を 目的とする特定の研究課題の 下に， 国により 特 別の研究目的のた めに設置された特殊な研究設
備を使用して行った研究の結果生じた発明
（発明の届出）
第12条 教官等は， その行った研究の成果が職 務発明に該当すると認 めるときは， 別紙様式 1の発明届出 書によ
り ， 当該部局の長を 経て， 学長に速やかに届け出る ものとする。
（権利の帰属 の決定）
第13条 学長は， 前条の規定により届出のあった職 務発明について， 委員会の議に基つeき， 第11条の各号のーに
該当する発明に係る特許を受ける権利を 承継するか否かを速やかに決定する ものとする。
（譲渡証 書等の提出）
第14条 教官等は， 届出をした職 務発明に係る特許を受ける権利を国が承継すると決定した旨の 通知を学長から
受けたときは ， 学長に次の各号に掲げる 書類を提出する ものとする。
( 1) 別紙様式 2の譲渡 申出書
( 2) 別紙様式 3 の譲渡証 書
(3 ) その他必要な 書類
（任意譲渡）






2 前項の 申し出は， 別紙様式 1の発明屈 出書に より 当該部局の長を 経て， 行うものとする。
3 前 2条の規定は， 任意譲渡に ついて準用する。
第4章 雑 則
（遵守事 項等）
第16条 教官等の発明の 取扱いに 関する業務に 携わる者（ 委員及ぴ 関係職 員）は， その業務を迅速に 処 理すると
ともに， 発明の内容 その他発明に 関する事 項に ついて秘密を 守らなければならない。
（細 則）
第17条 この規則に定めるもののほか， この規則の実施 に 関し，·ll、要な事 項は、 学長が 別に 定める。
附 則
1 この規則は， 昭和53年12月22日から 施 行し， 昭和53年10月1 日から適用する。
2 職 務発明については， 昭和53年度以降に 予算措置が 講じられた 経費を受けて行った研究の結果生じた発明又
は 特殊な研究設 備を 使用して行われた研究の結果生じた発明から適 用する。
別紙様式 1
発 明 届 出 書












6 外国特許の場合の出願 理由， 希望国名等
7 その他の参考となる事 項
備考 不要の文字 は， 抹消すること。
別紙線式 2
譲 i度 申 出 書
昭和 年 月 日
富山 大 学 長 殿
住 所
部 局・官職











( 1) 発明の 経過及ひ、内容説明書（日本学術振興会備午事
務取扱要項に定める 様式による。）
( 2）図 面






議 t度 証 書




氏 名 ⑩ 
下記の発明（考案）に 関する特許（実用新案登録）を





(1) 富山 大学発明規則の 制定について
第1 86号
(2) 昭和54年度 富山大学共通 第 1次学力試験の実施 につ
昭和53年度第’回評富民会（12月22日）
ζ報告事項〉











分 発令年月日 氏 名 発令前の 所 属 官職 異 動 内
H合－－ 
任命権者
採用 53. 12. 1 木 村 賓 技能補佐員（施 設課汽かん士） 富山大学長
昇任 53. 12. 1 常 川 省 三 助手（ 理学部） 助教授（ 理学部） 文部 大臣
53. 12. 1 常 川 省 ＝ 助手（ 理学部） 助手（ 文理学部）の併任解除 富山大学長
併任
II 常 川 省 三 助教授（ II 助教授（ II 文部 大臣
退職 53. 12. 29 三 浦 民 雄 事 務補佐員（教養部） 53. 12 . 2 8限り退職 富山大学長
学 内 諸 報
駐車許可証の表示方法の変更について
構内で駐車するときは， 駐車許可証を車両フロンドガラスの内側 に置くことになっ てい るが ， 置き忘れ等があ
り登録車の確認が困難で あ っ た。 この防止策として 次のよう に駐車許可証をステッカ一方式に改めた 。
富山大学構内交通規制lに関する暫定実施細 目の一部を改正する細目




こ の細目は， 昭和54年 1 月 1 日から実施 する。
別記，（1 )
別表第2




1 駐 車 場及 び











3 駐 車 場及 び





















部職 員及 生（ 文理学部 文学科の学生を含む。）
教養部（文系）職 員及び学生
工学部職 員及び学生






















理学部職 員及び学生（ 文理学部 理学科の学生を含 む。）
教養部 （ 理 系）職 員及ぴ学生
経営短期大学部職 員及び学生
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2. 外 来 者

















1. 許可番号は， 許可証を 交付する部局 （以 下「交付部局jとい う。）を 表 示する数字と， 自動車登録番号の数字
を組み合わせて 定めるものとし ， その数字は次のとおり主する。
( 1 )  交付部局を 表 示する数字
入ーがで 付 部 局
事 務 局 及 ぴ 学 生 音E
人 文 学 部
教 育
寸昌之a． 音日




2. 許可番号は， 次の例 により表 示する こと。








- 0 0 0 1  
3. 寸法の単位は， ミリメートルとする。
4. この許可証は， ルーム・ ミラ ーの裏側 に貼付すること。
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ヲ人ー 付 苦E 局 数 字
養 音日 6 
属利 図厚 書 範 及 ぴ 7 
生 施 設
営 短 期 大 学 音E 8 
品寸以．ー 部 9 
昭和53年12月号
学 位 取 得 者
取 得 者 経済学部 講師 田中 克志
取 得学 位 法学博士（神戸大学）
取得年月日 昭和53年 1 月31日
学
学位論文名 ドイツ民法典における担保法成立史
取 得 者 工学部 助手 川田 勉
取 得学 位 理学博士（名古屋大学）
取得年月日 昭和53年12月 5 日
学位論文名 Inverse Scattering Method for the 
Nonlinear Evolution Equations under 
the Nonvanishing Boundary Conditions 
学内レクリエーション
砂バドミントン大会
実施 月 日 12月 2 日
場 所 第1体育館， 第2体育館







技能補佐 員 木村 賓
〈改 姓〉
工 学 部
助 教 授 小島 政明 L旧姓 米国）
〈住所変更〉
教育学部




会計係 長 高岡 博




12月 1 日 国大協事務連絡会議（於 学士会館）
2 日 北陸四大学学生体育競技連盟協議会（於 金沢
大学）
昭和53年度学内バドミントン大会
5 日 昭和 54年度共通 第1次学力試験に関する情報処
理事務連絡会（於 名古屋大学）





















18日 附属 養護学校 第2学期終業式
19日 附属 幼稚園 第2学期終業式
20日 予算委員会
21日 教育実習運営協議会















12月 13 日 教授会
23 日 後学期授業 （10週）終了
立山 研究室運営委員会
薬 学 部






























編 集 富 山 大学庶務 部庶務課
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